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第２ 平成25年度決算の状況

１ 一 般 会 計

(１) 決 算 規 模

平成25年度の一般会計決算額は、歳入7,127億9,708万1千円、歳出7,028億8,041万円となって

おり、前年度に比べ、歳入275億743万6千円（4.0％）、歳出261億290万3千円(3.9％)とそれぞれ

増加しています。

このように、決算規模が前年度に比べ増加したのは、経済対策に対応した公共事業関係経費の

増加や平成25年7月28日大雨災害により災害復旧費が増加したことによるものです。

(２) 決 算 収 支

平成25年度における歳入歳出差引額（形式収支）は99億1,667万1千円の黒字となり、前年度と

比べ14億453万3千円の増となりました。また、形式収支から明許繰越等に伴う翌年度に繰り越す

べき財源53億6,255万1千円を控除した実質収支は、45億5,412万円の黒字となり、単年度収支（そ

の年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額）は、11億6,837万9千円の黒字となりま

した。

第５表 実質収支の状況

（単位　千円、％）

平成24年度 平成25年度 (B)

(A) (B) (A)

歳 入 総 額 Ａ 685,289,645 712,797,081 27,507,436

歳 出 総 額 Ｂ 676,777,507 702,880,410 26,102,903

歳 入歳 出差 引（ Ａ－ Ｂ） Ｃ 8,512,138 9,916,671 1,404,533

翌 年 度 繰 越 財 源 充 当 額 Ｄ 5,126,397 5,362,551 236,154

実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ） Ｅ 3,385,741 4,554,120 1,168,379

前 年 度 実 質 収 支 Ｆ 4,505,167 3,385,741 △ 1,119,426

△ 1,119,426 1,168,379 2,287,805

104.6

134.5

75.2

区        分

204.4単 年 度 収 支 （ Ｅ － Ｆ ） 1

(B)-(A) ×100

104.0

103.9

116.5



(３)　歳　入　決　算

　　　　　　　歳入決算の推移

1

　県税収入については、企業収益の改善に伴う法人二税の増加や輸入額の増加に伴う地方消費税の増

収等により、前年度決算と比べ、4.7％増の1,538億9,521万9千円となりました。

　また、地方交付税については、給与費削減等による普通交付税額の減少により、前年度決算と比

べ、1.0％減の1,743億5,551万4千円となりました。

　次に、国庫支出金については､公共事業関係費に充当する国庫補助金や地域経済活性化・雇用創出

臨時交付金の増加により､前年度決算と比べ､28.4％増の961億751万5千円となりました。

　また、県債については、前年度決算と比べ、0.3％増の1,052億7,960万円となりました。

　その他の歳入については、企業収益の改善に伴う地方法人特別譲与税の増加等により、0.4％増の

1,831億5,923万3千円となりました。

第１図
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決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 増減額(B)-(A) (B)/(A)

1 県 税 147,055,823 21.5 153,895,219 21.6 6,839,396 104.7

2 地 方 消 費 税 清 算 金 25,423,852 3.7 25,217,602 3.5 △206,250 99.2

3 地 方 譲 与 税 20,830,987 3.0 24,486,620 3.3 3,655,633 117.5

4 地 方 特 例 交 付 金 437,968 0.1 439,356 0.1 1,388 100.3

5 地 方 交 付 税 176,123,750 25.7 174,355,514 24.5 △1,768,236 99.0

6 交通安全対策特別交付金 487,604 0.1 468,032 0.1 △19,572 96.0

7 分 担 金 及 び 負 担 金 4,944,213 0.7 4,203,222 0.6 △740,991 85.0

8 使 用 料 及 び 手 数 料 7,555,855 1.1 7,514,030 1.1 △41,825 99.4

9 国 庫 支 出 金 74,823,235 10.9 96,107,515 13.5 21,284,280 128.4

10 財 産 収 入 2,430,345 0.4 3,124,646 0.4 694,301 128.6

11 寄 付 金 4,968 0.0 4,213 0.0 △755 84.8

12 繰 入 金 30,076,190 4.4 31,497,721 4.4 1,421,531 104.7

13 繰 越 金 8,350,457 1.2 8,512,138 1.2 161,681 101.9

14 諸 収 入 81,828,398 11.9 77,691,653 10.9 △4,136,745 94.9

15 県 債 104,916,000 15.3 105,279,600 14.8 363,600 100.3

685,289,645 100.0 712,797,081 100.0 27,507,436 104.0

平成25年度

　　　　　　　平成25年度一般会計歳入決算構成比

対前年度比較

（単位　千円、％）

　　　　　　　平成25年度一般会計歳入決算の状況

平成24年度
科　　　　目

合　　　　　計

第６表

第２図
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(４)　歳　出　決　算

　　　　　　　歳出決算の推移

1

　人件費については、給与費の削減により、前年度決算と比べ、3.1％減の1,814億632万9千円と

なりました。

  また、公債費については、元利償還金が増加したことから、前年度決算と比べ、2.8％増の

1,112億7,099万7千円となりました。

　次に、投資的経費については、公共事業関連経費等の増加により、前年度決算と比べ、17.4％

増の1,056億4,608万1千円となりました。

　その他の経費については、地域経済活性化・雇用創出臨時特例基金積立金等の増加により、前

年度決算と比べ、4.9％増の2,924億8,465万6千円となりました。

第３図
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決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 増減額(B)-(A) (B)/(A)

人 件 費 187,172,936 27.7 181,406,329 25.8 △5,766,607 96.9

物 件 費 20,544,712 3.0 21,006,021 3.0 461,309 102.2

維 持 補 修 費 4,424,844 0.7 4,578,479 0.7 153,635 103.5

扶 助 費 12,448,871 1.8 12,072,347 1.7 △376,524 97.0

補 助 費 等 178,818,256 26.4 159,181,549 22.6 △19,636,707 89.0

普 通 建 設 事 業 費 88,387,670 13.1 102,481,447 14.6 14,093,777 115.9

災 害 復 旧 事 業 費 1,627,214 0.2 3,164,634 0.5 1,537,420 194.5

公 債 費 108,268,843 16.0 111,270,997 15.8 3,002,154 102.8

積 立 金 14,072,964 2.1 33,362,225 4.7 19,289,261 237.1

出 資 金 － － － － － －

貸 付 金 60,509,868 8.9 73,878,153 10.5 13,368,285 122.1

繰 出 金 501,329 0.1 478,229 0.1 △23,100 95.4

合　　　　　計 676,777,507 100.0 702,880,410 100.0 26,102,903 103.9

　　　　　　　平成25年度一般会計性質別歳出決算構成比

　　　　　　　平成25年度一般会計性質別歳出決算の状況
（単位　千円、％）

区　　　　分
平成24年度 平成25年度 対前年度比較

第７表

第４図
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決算額(A) 構成比 決算額(B) 構成比 増減額(B)-(A) (B)/(A)

1 議 会 費 1,396,653 0.2 1,376,249 0.2 △20,404 98.5

2 総 務 費 55,272,585 8.2 57,224,382 8.1 1,951,797 103.5

3 民 生 費 84,944,280 12.6 82,682,041 11.8 △2,262,239 97.3

4 衛 生 費 22,503,702 3.3 20,619,792 2.9 △1,883,910 91.6

5 労 働 費 6,901,682 1.0 5,447,406 0.8 △1,454,276 78.9

6 農 林 水 産 業 費 34,960,727 5.2 58,406,847 8.3 23,446,120 167.1

7 商 工 費 62,273,319 9.2 58,236,416 8.3 △4,036,903 93.5

8 土 木 費 69,104,781 10.2 81,277,146 11.6 12,172,365 117.6

9 警 察 費 37,822,145 5.6 36,548,008 5.3 △1,274,137 96.6

10 教 育 費 143,932,322 21.3 139,350,731 19.8 △4,581,591 96.8

11 災 害 復 旧 費 1,604,285 0.2 3,101,886 0.4 1,497,601 193.4

12 公 債 費 108,353,463 16.0 111,377,209 15.8 3,023,746 102.8

13 諸 支 出 金 47,707,563 7.0 47,232,297 6.7 △475,266 99.0

14 予 備 費 － － － － － －

676,777,507 100.0 702,880,410 100.0 26,102,903 103.9

　　　　　　　平成25年度一般会計目的別歳出決算構成比

　　　　　　　平成25年度一般会計目的別歳出決算の状況
（単位　千円、％）

科　　　　目
平成24年度 平成25年度 対前年度比較

合　　　　　計

第８表

第５図
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(A) 50万5,148円

《歳入の内訳》 （単位　円）

※その他：分担金・負担金、繰越金、寄付金、財産収入

(B) 49万8,120円

《歳出の内訳》 （単位　円）

※その他：諸支出金、議会費、災害復旧費

(AｰB=C) 7,028円

　(D)　 3,800円

 (C-D)　 3,228円

        ※県民人口：H26.3.31現在 山口県人口移動統計調査 1,411,067人

歳 入 歳 出 差 引

実 質 収 支

民 生 費 58,595

衛 生 費

平成25年度県民１人当たりの歳入歳出決算額の状況

教 育 費 98,756 農 林 水 産 業 費 41,392

《県民1人当たりの県債残高》　90万9,474円（平成25年度末）

※実質収支(純剰余金)は、基金への積立や翌年度の財源として活用します。

歳 入 総 額

翌 年 度 に 繰 り 越 し た
事 業 の 財 源 と す る 額

歳 出 総 額

45,132

総 務 費

14,613土 木 費 57,600

（一　般　会　計　決　算）

78,931

警 察 費

諸 収 入 55,059

繰 入 金

使用料・手数料

22,322

そ の 他 36,646

公 債 費

25,901

商 工 ・ 労 働 費

国 庫 支 出 金 そ の 他

40,554

68,110

5,325

11,229

地 方 交 付 税 等 141,559

県 税 等 126,934

県 債 74,610
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２ 特 別 会 計

平成25年度特別会計決算の状況は、第９表のとおりです。

前年度決算と比べ増加した主なものは、公債管理特別会計（対前年度比4.7％増）で、元金償

還金の増加によるものです。

一方、減少の主なものは、収入証紙特別会計（対前年度比△9.5％）で、自動車関係税に係る

証紙売りさばき額の減少に伴う繰出金の減少によるものです。

第９表 平成25年度特別会計決算の状況

（単位　千円、％）

国   庫
支出金

使用料
及   び
手数料

財   産
収   入

事   業
収   入

分担金
負担金
寄付金

諸収入 繰越金 繰入金 県  債 計

母子寡婦福祉
資金

317,256 256,101 711,181 267 967,549 650,293 310.0

中小企業近代
化資金

881,818 1,022,546 2,372,778 17,043 3,412,367 2,530,549 115.9

下関漁港地方
卸売市場

393,023 77,512 3,540 29,750 47,584 4,438 236,157 398,981 5,958 98.0

林業・木材産
業改善資金

142 6,670 220,795 227,465 227,323 6.5

沿岸漁業改善
資金

5,077 21,221 207,695 177 229,093 224,016 4,929.1

当せん金付証
票発売事業

4,580,198 4,581,756 68,064 1,043 4,650,863 70,665 94.7

収入証紙 4,983,177 4,989,255 367,149 5,356,404 373,227 90.5

土地取得事業 1,304,752 1,312,966 9,869 1,322,835 18,083 507.9

流域下水道事
業

1,196,166 108,194 20 763,071 836 10,300 184,325 170,000 1,236,746 40,580 106.5

公債管理 124,431,366 111,243,366 13,188,000 124,431,366 104.7

港湾整備事業 3,484,049 1,310,588 57,600 829,205 91,024 18,740 1,202,400 3,509,557 25,508 97.0

山口県立病院
機構

1,559,808 687,349 372,459 500,000 1,559,808 75.2

就農支援資金 66,009 36,282 136,777 574 173,633 107,624 95.4

合　　　計 143,202,841 108,194 1,388,120 6,363,361 4,581,756 2,309,375 1,854,723 4,127,786 111,682,952 15,060,400 147,476,667 4,273,826 104.1

（注）収入証紙特別会計の財産収入は、証紙収入である。

（注）就農支援資金特別会計の歳入歳出差引残高には、平成22年度末で廃止された農業改良資金特別会計の残高を計上している。

特別会計名
歳入歳
出差引
残　 高

対前年
度比較

歳　　　入　　　決　　　算　　　額
歳　 出
決算額


